
ごあいさつ

国・台湾での拡販に加え、東南アジアでのハック
社との連携による販売強化、国家認証取得の加速
化等に継続的に取り組みました。

以上の結果、当上半期の業績は、部材調達難は
一部継続しているものの生産活動の回復が進んだ
ことで、売上高は7,666百万円（前年同期比7.2％
増）となりました。利益につきましては、増収に
加え、販売価格の一部改定や製造原価低減の取り
組みにより売上原価率が改善したことで、営業利
益は545百万円（前年同期比51.4％増）、親会社
株主に帰属する四半期純利益は391百万円（前年
同期比25.9％増）となりました。

当上半期におけるわが国経済は、企業の設備投
資や個人消費の持ち直しがみられたものの、世界
的な金融引締めに伴う海外景気の下振れ、円安進
行、物価上昇等により先行きは依然として不透明
な状況が続いております。

このような環境のもと、当社グループは中期経
営計画の2年目を迎え、製品開発を含む市場別重点
施策を進めるとともに、経営基盤の整備に向けた
積極的な投資を着実に実行しております。

当上半期におきましては、国内では、半導体関
連を中心とした旺盛な設備投資需要の獲得等に注
力しました。海外では、主要市場である中国・韓

平素は格別のご支援、ご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
ここに、2023年度（第80期）上半期における当社グループの 

事業の概況等をご報告申しあげます。
2023年12月

代表取締役社長

2023年４月１日～2023年９月30日
次亜塩素酸ナトリウム活性化装置は
カット野菜の殺菌洗浄に使われています

中間ビジネスレポート
第80期

証券コード：6848

ご存じかもしれませんが、

これも私たちの製品です
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分野別売上高の概況

国内においては、受注残の解消
に加え、半導体関連の旺盛な設備
投資需要や浄水場等公共インフラ
の活発な更新需要を取り込んだこ
とで大幅増収となりました。一方
海外では、特に注力している東南
アジアでの販売が好調に推移した
ものの、中国において経済の回復
に遅れがみられ、環境水質計案
件が大幅に減少したことから減収
となりました。これらの結果、当
分 野 の 売 上 高 は 前 年 同 期 比
10.7％の増加となりました。

東京都新宿区の本社に隣接の賃貸ビル１棟ほかを所有し、不動産賃貸事業を行っております。

計測機器事業

不動産賃貸事業

7,544 百万円

121 百万円 （前年同期比 0.1％増）

（前年同期比  7.3％増）

営業利益 （単位：百万円）

1,852 1,909
1,649

619619

第78期
2021

第79期
2022

第80期
2023

第77期
2020

360

640640
545

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益 （単位：百万円）

1,374 1,347
1,218

438438

第78期
2021

第79期
2022

第80期
2023

第77期
2020

311311
465465

391391

売上高 （単位：百万円）

第78期
2021

第79期
2022

第80期
2023

第77期
2020

7,085 7,085 

15,988 16,424 16,540

7,1547,1547,4347,434
7,6667,666

■ 上半期　■ 通期　　 予想
純資産／総資産 （単位：百万円）

自己資本比率 （単位：％）

■ 純資産　■ 総資産　● 自己資本比率

第78期
2022/3

第79期
2023/3

第80期
2023/9

第77期
2021/3

74.3
75.3 75.2

18,122

24,394

20,085

26,717

19,12319,123

25,400

20,242

26,520
76.3

1.6％
不動産賃貸事業不動産賃貸事業

15.9％

18.9％

計測機器事業計測機器事業

4.3％
7.1％

32.1％

17.6％

98.4％98.4％

2.6％2.6％

連結業績ハイライト

■ 環境・プロセス分析機器
■ 科学分析機器
■ 医療関連機器
■ 産業用ガス検知警報器

■ 電極・標準液
■ 保守・修理
■ 部品・その他

ケミルミアルシン計
（毒性ガス検知警報器）

これらアフタービジネス分
野につきましては、設備稼働
維持のための保守点検が計画
通り実施され、また価格改定
の浸透が進んだことにより、
前年同期比7.5％の増加とな
りました。

ポータブル
水質計

環境・プロセス
分析機器

2,459 百万円
（前年同期比  10.7％増）

受注残解消と堅調な販売により、当
分野の売上高は前年同期比16.2％の
増加となりました。

コロナ禍からの回復需要が一巡し、
当分野の売上高は前年同期比25.3％
の減少となりました。

医療関連機器 331 百万円
（前年同期比  25.3％減）

当分野の売上高は、国内での
販 売 が 増 加 し、 前 年 同 期 比
18.7％の増加となりました。

産業用ガス
検知警報器

199 百万円
（前年同期比  18.7％増）

電極・
標準液

1,347 百万円
（前年同期比  6.6％増）

保守・
修理

1,216 百万円
（前年同期比  8.0％増）

部品・
その他

1,448 百万円
（前年同期比  7.9％増）

人工腎臓用粉
末型透析用剤
溶解装置

全窒素 ・全りん ／
COD自動測定装置

水道水用
水質自動測定装置

科学分析機器 541 百万円
（前年同期比  16.2％増）

電極
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国内ネットワーク

TOPICS

埼玉県狭山市に建設中の生産棟（2024年６月竣工予定）が、第三者機関よりZEB認証の最上位
となる「ZEB」認証およびBELSの最高評価である５スター（☆☆☆☆☆）を取得しました。

太陽光発電による再生可能エ
ネルギーの創出に加え、自然採
光を活用した設計、省エネ効率
の高い設備（地中熱利用空調、
自然冷媒ヒートポンプ給湯機、
高効率空調、等）の活用により、
基準一次エネルギーの消費量に
対してエネルギー削減率100％
を実現します。

埼玉県狭山市の新生産棟がZEB認証を取得

インドネシアでは政府主導で環境水質監視
網を整備するプロジェクトが開始されました。
当社は現地代理店と協力し、本プロジェクト
にUV計およびポータブル多項目水質計を提
案し、初回計画とともに追加計画でも受注を
獲得しました。本プロジェクトは数年継続す
る予定であり、今後のシェア拡大とブランド
向上に寄与することを期待しています。

インドネシアの環境水質監視
プロジェクトで水質計受注

pH標準液検査用pH計は、市販のpH標準液を正
確に測定するため、小数点以下４桁（0.0001pH）
までの表示が可能です。1984年に開発して以来、
指定校正機関や試薬メーカーに納入しています。

初代モデルのCOM-30型は、国内のトレーサビ
リティ体系の維持を担う製品として、2015年に

「科学と産業の発展を支えた分析機器・科学機器
遺産」に認定されました。

このたび、３代目
モデルPHL-90型を
限定品として、指定
校正機関や校正事業
者へ販売しました。

pH標準液検査用pH計の
３代目モデルを販売

本社
東日本営業部
東 京 営 業 部
営業拠点
札 幌 営 業 所
仙 台 営 業 所
千 葉 営 業 所
名古屋営業所
西日本営業部
広 島 営 業 所
四 国 営 業 所
九 州 営 業 所
長 崎 事 務 所

（大阪）

（高松）
（北九州）

事業所
狭山テクニカルセンター
　開発研究センター
　医療関連機器生産棟

東京エンジニアリングセンター

主要グループ会社
山形東亜DKK株式会社
岩手東亜DKK株式会社
バイオニクス機器株式会社
東亜DKKサービス株式会社

▶︎各営業部・営業所の連絡先は、Webサイトをご覧ください。
東亜DKK 拠点 検索

https://www.toadkk.co.jp/company/
network/index.html
トップページ 会社概要 拠点

ポータブル
多項目水質計

測定局 UV計
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用紙は、FSC®森林認証紙を使用しています。
インキはVOC（揮発性有機化合物）が1%未満のノンVOC 
インキを使用しています。

この印刷製品は、環境
に配慮した資材と工場
で製造されています。

会社の概況（2023年9月30日現在） 株式の状況（2023年9月30日現在）

商　　号　東亜ディーケーケー株式会社
英文商号　DKK-TOA CORPORATION
創　　立　1944年9月19日
資 本 金　18億4,248万1千円
従業員数　 590名（連結）

発行可能株式総数 50,000,000株
発行済株式の総数 19,880,620株
株主数 6,611名
大株主

株　　　主　　　名 持株数（千株） 持株比率（%）

ハック・カンパニー 6,659 33.74
光通信株式会社 1,329 6.74
明治安田生命保険相互会社 1,050 5.32
山下　直 781 3.96
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 727 3.69
NHGGP JAPAN OPPORTUNITIES FUND, L.P. 705 3.57
株式会社みずほ銀行 462 2.34
株式会社三菱UFJ銀行 419 2.12
損害保険ジャパン株式会社 312 1.58
BANK JULIUS BAER AND CO.LTD. A/C  
FOR MR MITSUTOKI SHIGETA 264 1.34

（注）１. 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
  2.  持株比率は、自己株式（143,488株）を控除し、小数点以下第三位を四捨五入し

て計算しております。

■　金融機関

■　外国法人等

■　個人・その他

■　その他の法人

■　証券会社

■　自己株式

42.10%

26.61%

17.52%

0.86%

12.19%

0.72%

株主還元情報

株主メモ

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月
基 準 日 定時株主総会および配当金 3月31日
株主名簿管理人
事務取扱場所

東京都千代田区丸の内一丁目3番3号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

お問い合わせ先 〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
フリーダイヤル　0120–288–324
証券会社に口座をお持ちの場合は、お取引
の証券会社等になります。

公 告 方 法 電子公告の方法により行います。
ただし、やむを得ない事由により電子公告をすること
ができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。
公告掲載URL（https://www.toadkk.co.jp/
ir/notification.html）

見やすいユニバーサ
ルデザインフォント
を採用しています。

https://www.toadkk.co.jp/

株主優待制度
毎年９月末現在の株主名簿に記載された100株以上を保
有されている株主さまに、社会貢献型寄付金付クオ・
カードを進呈しております。クオ・カードをご利用いた
だくことで、当社から使用額の一部を（公社）国土緑化
推進機構が運営する「緑の募金」へ寄付いたします。

（株主さまには全額お使いいただけます。）

⃝ 株主ご優待の内容
保有株式数 優待内容
100株以上500株未満 寄付金付クオ・カード500円分

500株以上1,000株未満 寄付金付クオ・カード1,000円分

1,000株以上 寄付金付クオ・カード2,000円分

⃝ 進呈時期
毎年12月に中間ビジネ
スレポートに同封して
ご送付いたします。

株主の皆さまへの利益還元につきましては、将来の事業
展開に備えるための内部留保を勘案しつつ、業績に応じ
た適正かつ安定的な配当を継続してまいります。

1株当たり配当金の推移

所有者別分布状況(発行済株式の総数に対する割合）
配当金

役員（2023年9月30日現在）（※社外）

代表取締役社長 高　橋　俊　夫
取締役会長 山　守　康　夫
専務取締役 東海林　正　男
常務取締役 中　島　信　寿
常務取締役 髙　島　一　幸
取 締 役 谷　山　　　進

取 締 役 小　坂　　　徹
取 締 役 西　澤　隆　志
取 締 役 丸　　　貞　克
取 締 役 ムダッシャー　ファジャンダール
取 締 役 吾　妻　　　望 ※

取 締 役 五十嵐　仁　一 ※

取締役

常勤監査役 魚　次　泰　介
常勤監査役 井　上　賢　治 ※

監 査 役 米　澤　廣　行 ※

監 査 役 渡　部　　　博 ※

監査役

第77期
2020

第78期
2021

第79期
2022

第80期
2023

17円 17円 18円
20円
（予想）
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